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　2024年12月26日、イオン銀行は疑わしい取引の届出滞留などマネロ

ン・テロ資金供与リスク管理態勢の不備を理由に金融庁から業務改善命

令を受けた。その後当社は、業務改善計画を金融庁に提出して順調に履

行しており、金融犯罪対策の高度化も進んでいるが、お客さまをはじめ

関係者の皆さまに多大なご不安とご心配をおかけしたことを心よりお詫

びしたい。

　業務改善命令では、取締役会及び経営陣の経営姿勢及び態勢上の問題、

すなわちガバナンス上の問題を厳しく指摘された。このため、筆者をは

じめとする経営陣が自らの認識の甘さを深く反省するとともに、ガバナ

ンスのあり方を抜本的に見直すこととなった。相前後して、上場親会社

であるイオンフィナンシャルサービス株式会社（以下、AFS）において

も、クレジットカードのフィッシング詐欺被害が急増する事案や、ベト

ナムでのファイナンス会社買収案件のトラブルに伴う決算修正なども発

生したため、AFSグループ全体で子会社管理態勢、リスク管理・コンプ

ライアンス態勢の建て直しに取り組んでいる。

　筆者は、財務省、金融庁での勤務を経て、およそ３年前に現職に就い

た。このため、金融機関に対して行政処分を出したことは何度かあるも

のの、受ける側に立ったのは初めての経験であり、経営への影響の大き

さに戸惑った。金融機関が信用を失うリスクを肌で感じながら、責任者
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